
事業の概要

＜テレビ・ＩＣカードを活用した避難指示＞

事業テーマ：安心・安全・見守り、防災情報共有

実施団体：徳島県、徳島県美波町、日本テレビ放送網(株)、四国放送(株) 等

徳島県
「テレビ・ＩＣカードを活用した防災対策システム」

 高齢者にとって身近なテレビを活用した避難指示システムの構築により、避難完了まで
の平均時間が短縮。

各家庭のテレビと、住民に配付したＩＣカードをＩＤによって紐付け、テレビ画面に個人名付きの避難指示
を表示することで、避難完了までの平均時間が約２分（１１．２分→９．６分）短縮。

 ＩＣカードを活用した一元的な情報管理により、迅速かつ詳細な避難者情報の把握を実現。

避難所で住民のＩＣカードを読み取ることにより、いつ、誰が、どこに避難してきたか、といった情報を一
元的に把握。また、テレビの視聴履歴（電源のON／OFF）の把握により、災害時の在宅の有無を推定。

テレビによる個別具体的な避難指示の例

各家庭のテレビと、住民に配付したＩＣカードを予めＩＤに
よって紐付けておくことにより、災害が発生し、大津波警報
等が発出された際に、テレビのデータ放送画面に、「○○
さん、すぐに逃げて下さい！」と個人名付きの避難指示が
表示されます。

その結果、住民は「自分が避難しなければいけない」と
いう意識が高まり、迅速に避難してもらうことが可能となり
ました。

避難所で住民のＩＣカードを読み取ることにより、いつ、
誰が、どこに避難してきたか、といった情報を一元的に把
握することができる仕組みを構築しました。

また、災害が発生する直前の視聴履歴（テレビ電源の
ON／OFF）を把握することにより、住民の在宅の有無を

推定し、救助活動に役立てることも可能としました。さらに、
平時には「テレビのつけっぱなし、消しっぱなし」を把握す
ることで、高齢者の見守りに役立てることも出来ました。

ICカードを利用した避難の例

本事業は、高齢者にとって身近なＩＣＴツールであるテレビと、住民に配付したＩＣカードをＩＤによって紐付けること
により、住民への効果的かつ効率的な避難指示を実現するとともに、迅速かつ詳細な避難者情報の把握を実現し
たものです。また、テレビの視聴履歴（電源のON／OFF）の把握により、災害時の在宅の有無を推定するとともに、
平時における高齢者の見守りにも活用しています。

＜ＩＣカードや視聴履歴を活用した避難者情報の把握＞

武知さん
今すぐ避難してください！



徳島県庁 政策創造部 地方創生局 地域振興課
〒770-8570 徳島県徳島市万代町1丁目1番地 TEL 088-621-2723

事業実施体制

お問合せ先

自治体担当者の声：徳島県庁 地域振興課

導入／運用費用

－実証事業に対する感想を教えてください－ －成功のポイントを教えてください－

徳島県は、南海トラフ巨大地震に対する防災対策や高齢化の進展など、
様々な課題の解決に向け、新たな技術開発やサービスの提供により、日常
生活に深く浸透しているＩＣＴを課題解決ツールとして効果的・積極的に利活
用するための指針として、「ＩＣＴ（愛して）とくしま創造戦略」を策定し、①新産
業・新サービスが創出され、人と地域が元気な社会、②健康で安心して暮ら
せる、安全で災害に強い社会、③利便性の高い電子行政サービスが提供さ
れる社会、④リテラシーが高く、実践的なＩＣＴ人材を育む社会を育む社会の
構築に向け取り組んでいます。

実証実験を実施した徳島県美波町阿部地区は、南海
トラフ大地震の発生から最速１２分で津波の影響が出始
め、約３０分で最大１７～１８ｍの大津波が襲来すると想
定されています。

実際の避難訓練において、テレビ画面に住民個人の
名前を表示せずに避難指示を出した場合は、避難完了
までに１２分以上要した人が６５名いました。一方、名前
を表示した場合には、同人数が３８名に約半減しました。
また、避難者数のピーク時間も、４分ほど早まっているこ
とが分かりました。
また、避難訓練の参加者へのアン

ケート結果からも、本システムが住
民の避難意識の向上に非常に役立
つことが分かりました。
今後は、徳島県内の他の自治体

に取組を広げていくとともに、県外
の自治体にも参加を呼びかけてい
く予定です。

高齢者の方にとって非常に身近で使い慣れているテ
レビを活用することにより、導入・運用面でのハードルを
下げることができたことが成功のポイントの一つです。

テレビやＣＡＴＶを利用して防災・災害情報を通知する
ことは一般的に行われていますが、いかにして住民に
確実に周知できるかが課題となっています。

今回、実証実験を行った美波町阿部地区は住民の防
災意識が高く、テレビ画面上に個人名を表示し、避難を
直接呼びかけるという斬新なアイディアは、地元の自主
防災会の皆様から提案されました。この提案を基に、住
民と地元自治体、放送局等が一体となって連携・協力
することで、真に住民に役立つシステムを構築すること
ができました。

 高齢者にも身近なテレビを活用

 テレビとＩＣカードを紐付けることにより、
住民へ個別に避難指示。避難者を迅速
に把握。

今後の課題 対策・展望

地元放送局を視聴している時だけではなく、どの放送局
を視聴していてもサービスを受けられる仕組みの構築

他の放送局や自治体が横断的にシステムを利用できる
よう、オープン化や普及展開を推進

個人番号カードの配付開始を見据えた対応
２０１６年１月の個人番号カード配付開始を見据え、ＩＣ
カードの個人番号カードへの移行を推進

導入／運用費用 約７００円／月・人

内訳：システム運用・保守費、コールセンター費用

見守りサービスを付与した場合

＋ 約１,５００円／月・人

内訳：システム運用・保守費、コールセンター費用

自治体
（徳島県、美波町）

自治体（徳島県、美波町）と放送局（日本テレビ、四国放
送）が連携してサービスを提供するとともに、地元住民
（自主防災会）が中心となってシステムを運用しています。

放送局
（日本テレビ、四国放送）

サービス

地元住民（自主防災会）

連携

地域振興課
志摩 和彦 氏

ＩＣＴすだちくん

※上記はあくまで標準的な費用を試算したものであり、実際には

実施エリアによって導入／運用費用は異なります。


